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2026年７月10日 
各 位 

会社名 株式会社ハイレックスコーポレーション 
代表者名 代表取締役社⻑    寺浦 太郎 
（コード番号 7279 東証スタンダード市場） 
問合せ先  専務執行役員 管理本部⻑  奥村 真 
（TEL 0797-85-2500） 

 
特定子会社の異動（清算）に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社（孫会社）である HI-LEX AMERICA INC.（以下「HIA」

という。）を清算することを決議いたしました。これにより当社の特定子会社に異動が生じることとなりますので、
下記の通りお知らせいたします。 
 

記 
 
１． 異動（清算）の理由  

(1) 経緯 
当社は、1975 年 4 月、米国ミシガン州バトルクリーク市に HIA の前身である HI-LEX CORPORATION

を設立いたしました。これは、日系自動車メーカーに先駆けた北米進出であり、当社グループのその後の
グローバル展開の礎となりました。 

同社はコントロールケーブルの製造及び販売を主たる事業とし、当社グループの業績を⻑年にわたって
牽引してまいりました。 

 
(2)技術の変化における需要減退とその対応 

HIA の業績は、自動車制御の電動化の進展にともなうコントロールケーブル需要の減少により、売上高
の縮小が続き、収益性が悪化いたしました。 

当社は、このような事業環境の変化に対応するため、過年度より北米事業における生産活動の見直しを
検討してまいりました。しかしながら、需要減少が続くコントロールケーブル事業においては、現行の市
場動向では業績回復が困難であると判断いたしました。慎重な検討を重ねた結果、米国内におけるケーブ
ル製品の生産体制を見直し、当社グループ内で生産体制の再編を行うことといたしました。今後、関係先
との協議を進めながら実行してまいります。 

なお、当社グループは今後とも米国において高付加価値製品へのシフトを進めながら、自動車部品の生
産・開発活動を継続・拡大してまいります。 

 
(3)清算決定の理由 

技術の変化にともなうコントロールケーブルの需要減退を受け、当社グループ全体の生産体制について
慎重な検討を重ね、米国内の製造子会社５社（当期から連結子会社に加わったハイレックスアクト社の子
会社を含む）のうちで、コントロールケーブルの製造を担ってきた HIA の清算を決定いたしました。 
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異動（清算）する子会社の概要  
(1)名称 HI-LEX AMERICA INC. 
(2)所在地 米国 ミシガン州バトルクリーク  
(3)代表者の役職・氏名 President： Bradley William Semp 
(4)事業内容 自動車用コントロールケーブルの製造及び販売 
(5)資本金 7 百万米ドル 
(6)設立年月日 1975 年 4 月 
(7)大株主及び出資比率 TSK of AMERICA INC. 100.0％ 
(8)上場会社と当該会社の関係 資本関係 TSK of AMERICA INC. ※１ 

100.0％出資 
人的関係 当社の取締役１名と執行役員１名が当該会

社の役員を兼務しております。 
取引関係 当社グループは当該会社との間で製品に関 

する取引があります。 
関連当事者への該当状況 連結子会社 

(9)最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：千米ドル） 
決算期 2023 年 10 月期 2024 年 10 月期 2025 年 10 月期 
純資産 24,123 20,820 18,315 
総資産 40,271 36,356 36,036 
売上高 113,319 95,907 78,654 
営業利益 -1,865 -4,086 -3,171 
経常利益 -2,262 -4,057 -3,281 
当期純利益 -1,695 -3,302 -2,505 

※1 TSK of AMERICA INC.は、当社の 100％子会社となります。 
 
（ご参考）TSK of AMERICA INC.の概要 
(1) 名称 TSK of AMERICA INC. 
(2) 所在地 米国 ミシガン州バトルクリーク市 
(3) 代表者の役職・氏名 社⻑：寺浦 太郎 
(4) 事業内容 持株会社 
(5) 資本金 19 百万米ドル 
(6) 設立年月 1992 年 11 月 
(7) 大株主及び持株比率 当社 100.0％ 

 
 
２． 解散及び清算の日程  

生産体制の再編成が完了した後に、解散及び清算の手続きに入ります。現在、2028年度での手続き開始を見込ん
でおります。  
 
３． 今後の見通し  

当該子会社の清算に伴い、2026年10月期中において10〜20億円程度の特別損失の発生を見込んでおりますが、
その金額については現在精査中であり、確定次第速やかに公表いたします。 

以上 


